
尼崎市子ども・子育て審議会 

第２回計画策定部会 次第 

  日時：平成２７年７月２８日（火）

                         午後6時30分～午後8時30分
場所：すこやかプラザ多目的ホールＣ室

１ 新たな尼崎市次世代育成支援対策推進行動計画の骨格（案）について

― 尼崎市における子ども・子育て支援に関する現状と課題の抽出 ―

 ① 後期計画の内部評価

   ② 後期計画の外部評価

 ③ 事業計画策定に係るニーズ調査結果（保護者向け）

 ④ 中高生向け意識調査結果

２ その他

以  上



№ 選　出　区　分 所　属　等

1 学識経験者（児童福祉専攻） ★
ｶﾂｷ　 ﾖｳｺ
勝木　洋子

神戸親和女子大学
発達教育学部児童教育学科教授

2 学識経験者（教育専攻）
ﾀｷｶﾞﾜ　ｺｳｼﾞ
瀧川　光治

大阪総合保育大学児童保育学部教授

3 学識経験者（児童福祉専攻）
ﾊｼﾓﾄ　ﾏｷ
橋本 真紀

関西学院大学
教育学部幼児・初等教育学科教授

4 特別委員（学識経験者） ☆
ｲﾄｳ　 ｱﾂｼ
伊藤　篤

神戸大学大学院
人間発達環境学研究科教授

5 特別委員（学識経験者）
ｵｵﾎﾘ　ｱｷｺ
大堀　彰子

帝塚山大学大学院
人間科学研究科臨床心理学専攻教授

6 児童福祉又は学校教育の関係者
ｳﾒﾊﾞﾔｼ　ｴｲｻｸ
梅林　栄作

尼崎市立小学校長会生徒指導担当

7 児童福祉又は学校教育の関係者
ｽｷﾞﾊﾗ　ｶｽﾞｺ
杉原　加寿子

尼崎市医師会理事

8 児童福祉又は学校教育の関係者
ﾀｶﾀﾆ　ﾋﾛｼ
髙谷　浩司

尼崎市ＰＴＡ連合会会長

9 児童福祉又は学校教育の関係者
ﾄｸﾀﾞ　ﾀｶﾂｸﾞ
德田　尊嗣

尼崎市立中学校長会生徒指導担当

10
子ども及びその保護者を
支援する団体

ﾓﾘﾓﾄ　ﾕｷ
森本　由紀

尼崎市子育てサークル
実行委員会会長

11
子ども及びその保護者を
支援する団体

ﾔﾏﾀﾞ　ﾐﾉﾙ
山田　実

尼崎市子ども会連絡協議会会長

12 市民の代表者
ｺﾞﾄｳ　ﾐｽｽﾞ
後藤　美涼

就学前の子どもの保護者

13 市民の代表者
ｻｺ　ﾏｵ
迫　真央

就学後の子どもの保護者

氏　　名

尼崎市子ども・子育て審議会計画策定部会委員名簿

★：部会長　　　　　　☆：副部会長



新たな次世代育成支援対策推進行動計画の策定に係る審議の進め方について（案） 

● 新たな次世代育成支援対策推進行動計画の骨格（案）の策定ステップ

 １ 尼崎市における子ども・子育て支援に関する現状と課題を抽出

 後期計画策定時に抽出した課題を起点とし、これまでの取組みに対する総括評価などから、

① 後期計画から引き続くもの

   ② 課題内容に変化があったもの

   ③ 新たに課題として追加するもの

    上記①～③の視点で整理する。

 上記 を踏まえ、別紙（資料１－２）に沿って審議する。

   ＜資料１－２記載項目＞

    ① 後期計画に課題として掲げられているもの

  ② 課題解決に向けた取組内容と取組に対する成果・今後の方向性（内部評価書）

③ 外部評価書の意見・提言

    ④ 事業計画策定に係るニーズ調査結果、中高生向け意識調査結果のうち関連する項目

    ⑤ 後期計画の施策に関連する主な指標のうち関連する項目

 ２ 抽出した現状と課題から新たな次世代育成支援対策推進行動計画の骨格（案）を策定

 国が示す行動計画策定指針の内容を踏まえ、尼崎市総合計画における施策の展開方向や施

策評価方法との整合性を考慮した施策体系の構築について検討する。

 上記２ により、尼崎版まち・ひと・しごと総合戦略との整合性も図る。

資料 １－１ 
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【目標１ 子育てを楽しむ家庭環境づくり】 

施策１ 安心して生み育てる環境づくり 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．思春期保健対策

・小中高校生を対象に親になる心構えや子育てに関する学習の機会を提供するための体験型の健康

教育等を実施 

【評価や課題】 

小学校からの健康教育の実施依頼件数が増え、子どもの成長段階における早い時期からの健康教

育を提供できるようになるなど、一定の成果を得ている。一方で、１０代の出産率が県下で高いと

いう現状があることから、１０代出産の背景や把握した課題を共有するとともに、中学校では「生

命を尊重する心」や「規範意識」を高める取組を継続し、道徳教育の充実を図る必要がある。 

＜アンケート結果（抜粋）＞ 

○ 乳幼児とのふれあい体験について（問：弟や妹以外の赤ちゃんや幼児と遊んだこと） 

・「たくさんある」「ときどきある」と回答した中高生に傾向の変化は見られない 

・「あまりない」「まったくない」と答えた中高生のうち、「身近にいないから」「時間や機会が

ないから」と回答した中高生が増加傾向にある。 

＜外部評価書＞ 

● １０代の出産率が県下で高いという現状について 

・将来の人づくり、まちづくりの観点からも重要であるため、行政の関係部局が共通認識を持

ち、連携して効果的に取り組むことが必要 

・将来、親になることの意義や責任を学ぶ機会づくりとして行われる、思春期の子どもを対象

とした教育は、学校の授業とは異なる視点で、学校教育の中で、特別に行われることが有効

と考えられるため、教育現場においては、保健所等と一層連携を進めることが必要 

・家庭教育、学校教育の両方のアプローチが必要なため、教育現場においても、保護者と情報

の共有をしながら、保護者を対象とした啓発にも取り組み、家庭の協力を得られるための環

境づくりを進めることが必要 

○ 地域で孤立化する家庭が増加するなか、安心して出産、子育てができ、子どもを育てることに

楽しみを感じる等、親としての本来の力が発揮できるような環境づくりが必要 

○ 子どもとの関わりや育児体験が少ないまま親になる場合が多いとともに、出産や育児に対して

周囲からの支援も受けにくい。 

○ 小児科医不足等から休日夜間急病診療所や１次救急医療機関の後送確保が困難 

○ 生命や健康を維持していくための食に関する知識やよりよい食を選択する力の習得が必要 

○ 小・中高校生を対象に、自分のからだの理解を深め、望まない妊娠の予防等のための思春期保

健対策が必要 
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２．妊婦健診や乳幼児健康診査等、支援が必要な妊婦に関する取組について

・妊婦健診の受診率が検査項目の拡充 

・乳幼児健康診査を行うとともに、その結果に基づいた健康教育の実施 

・乳幼児健康診査の未受診家庭について、案内の再周知等、受診率向上に向け継続的な働きかけ

・支援が必要な妊婦に関する情報共有のため、医療機関と連携会議を実施 

・母子健康手帳交付前の妊婦に対して、相談窓口に関する案内カードを作成し、市内の薬局やドラ

ックストアに配布、設置 

【評価や課題】 

妊婦健診の受診率が計画策定当初よりも約６．３ポイント上昇した。また、乳幼児健康診査の未

受診家庭に対する継続的な働きかけにより、平成２５年度には、年齢ごとの健康診査の受診率が全

て上昇した。 

＜外部評価書＞ 

● 母子健康手帳交付前の妊婦に対する相談窓口等の周知について（対応完了） 

・妊婦への相談窓口等の周知は、市内の様々な関係機関の協力を得るなど、より一層の工夫を

図ること等が必要 

３．切れ目のない支援体制や急病診療所の体制維持について

・医療機関や関係機関等と連携して子育て支援の充実を図り、就学後も支援が必要な子どもに対し

て、教育委員会の就学前相談に繋げる取組の実施 

・急病診療所における深夜帯医師の確保のため、非常勤嘱託医を雇用するなどの診察体制の維持 

・様々な媒体を通じて、小児救急医療電話相談の利用促進の働きかけ 

【評価や課題】 

小児救急医療電話相談では、相談児童の約７６．１％が３歳未満であること、さらに相談件数の

約７０％が相談のみで終わるケースであった（平成２５年度実績）ため、保護者の育児不安の解消

やコンビニ受診の回避に成果があったと考えられる。 

４．食に関する知識やよりよい食を選択する力の習得について

・幼稚園や小学校（児童ホーム）において、規則正しい食習慣を身に付ける学習を継続して実施 

・食育講座を実施する従来の取組に加え、フェイスブックを活用した食育に関する啓発の実施 

【評価や課題】 

幼児の食生活に関するアンケート調査から、保護者が毎日朝食を食べている家族の子どもの欠食

率は０．２%に比べ、保護者がほとんど食べない家族の子どもの欠食率は４．２％と高かったこと

から、保護者へのアプローチが必要である。 

＜外部評価書＞ 

● 食育の推進について 

・生活習慣病の未然防止には、食育の推進が必要不可欠であるが、尼崎市は全国や兵庫県の平

均値よりも朝食の欠食率が高い現状があることから、その改善に力を入れていく必要がある。

また、保護者が朝食をほとんど食べていない子どもの欠食率が高い傾向にある現状を鑑みる

資料１－２
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と、保護者の食生活にも焦点を当てたアプローチも併せて行うとともに、食育の知識だけで

はなく、実践に繋がるような働きかけが必要 

５．生活習慣病予防に関する取組について

・肥満度が３０％を超える小学校５年生、中学校２年生に小児肥満対策事業の受診勧告を行い、そ

の結果を保健指導するとともに、その後のフォローを学校と連携して実施 

・小中学校の対象学年向けに作成していた生活習慣病に関する副読本を改定し、これを使用して生

活習慣病の予防に向けた望ましい食習慣、食の基準量等についての学習を実施 

【評価や課題】 

肥満度３０％以上の児童生徒を対象にした小児肥満対策事業の受診者率が小学校では５．９％増、

中学校でも１３．２％増となっていることに加え、１１歳・１４歳を対象とした生活習慣病予防健

診についても、受診率が３．８％増となっているため、この年代に対する健診が定着化してきてい

ると考えている 

＜外部評価書＞ 

● 生活習慣病の予防について 

・尼崎市では独自の取組として、11歳及び 14歳の子どもを対象に尼っこ健診を実施し、子ど

もの食習慣の見直しの機会となる取組となっている。また、尼っこ健診を円滑に受診できる

よう、多くの子どもが受診しやすくなるための工夫も行っていることから、今後も引き続き、

受診体制の効率化等、より多くの子どもが受診できるように取り組んでいくことが必要 
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施策２ 家庭での子育てを支援する環境づくり 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．子育てへの不安や負担感の軽減につながる取組

・地域の親子を対象とする保育体験学習や子育て相談事業等、地域の子育て家庭を支援する様々な

事業を実施するとともに、保育士から積極的に参加者に声かけし、信頼関係を築くことで、気軽

に相談できる環境を整備 

・保護者が疾病等の理由により、一時的に児童を養育することが困難になった場合、児童養護施設

等で養育を実施 

・様々な問題に対応できるような家庭児童相談員のスキルアップ、「あまっこ元気ブック」に家庭児

童相談室の連絡を掲載するなど、子育てに関する悩み相談の窓口の周知 

・つどいの広場や、法人保育園での実施に加え、公立保育所１ヶ所で一時預かり事業を実施 

・ファミリーサポートセンター運営事業により、会員登録している育児の援助を受けたい人と援助

を行いたい人とをコーディネートを実施 

・電話相談や来所・訪問による面接相談により、子どもや家族に関する様々な相談を受付 

・支援が必要と思われる場合、こども家庭相談の紹介や必要に応じてアウトリーチによる相談実施 

【評価や課題】 

保育士との交流について、保護者からは、日ごろの悩みを話したり、子育てのヒントを得る機会

になるため好評を得ており、子育て相談全体の件数が増加している。しかし、保護者に実施したア

ンケートでは、保育士が忙しそうにしているため声をかけにくいという意見も出ていることから、

保護者の話を十分に聞く体制づくりが必要である。 

社会的に孤立しやすい傾向にある人が社会的支援を必要とする状態に陥らないようにするため

の早期発見と支援の仕組みづくりについて、子育て家庭に係る各分野で情報共有しながら連携して

必要な支援を行っているが、今後、地域等との役割分担や連携については、具体的な仕組みの構築

が必要である。 

一時預かり事業については、計画策定当初よりも利用者が約１，８００人増、ファミリーサポー

トセンター運営事業では、会員登録数が約１．６倍増加となっており、家庭での子育てを支援する

環境づくりや子育て中の親の悩みや負担感を軽減できる環境づくりに寄与している。 

＜アンケート結果＞ 

● 子育てに関して、日頃悩んでいること、気になること（複数回答） 

・「子育てやしつけがうまくできていないという不安がある」と回答した就学前児童保護者と小

学生保護者ともに、今回調査と前回調査を比較すると減少している。 

・「子育てによる身体・精神の疲れが大きい」と回答した就学前児童保護者と小学生保護者とも

に、増加傾向にある。また、就学前児童保護者の方が回答した割合が高い傾向がある。 

・「自分の自由な時間が持てない」と回答した就学前児童保護者と小学生保護者ともに、若干減

少となっている。一方で、就学前保護者の方が回答した割合が高くなっている。 

○ 子育てへの不安や負担感が強いほどストレスを抱えやすく、虐待につながる可能性が高い 

○ 相談窓口等の体制があっても、敷居が高い等の理由から、悩み・不安について相談しない人が

いる可能性がある（相談相手は、親族・友人が多く、専門機関は少ない） 

○ 子育てに関する情報が地域での人間関係等を通じて気軽に入手できるとは言い難い。 
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＜外部評価書＞ 

● 社会的に孤立しやすい傾向にある人が社会的支援を必要とする状態に陥らないようにするた

めの早期発見と支援の仕組みづくりについて 

・社会的に孤立しやすい傾向にある人を早期に把握し、情報共有する中で適切な支援につなげ

るためには、行政と地域等との役割分担や、連携による仕組みづくりを行うことが必要 

・社会的に孤立しやすい傾向にある就学前の保護者を、保健所が把握した場合に、関係機関等

が連携し対応する仕組みがあるが、今後は、この仕組みをベースに、より効果的に支援ができ

るような取組について検討することが必要 

● 在宅子育て家庭が地域で過ごせる場所について 

・既存の施設や地域の活動等、地域資源を一層有効活用する観点から、行政は子育て家庭に対

して、地域や行政が行っている様々な子育て支援を市民目線で分かりやすく伝えることが必

要 

・子どもが成長し活発に動くようになると、より広いスペースが確保された場所が必要となり、

園庭開放は重要な既存資源であると考えられるが、公立保育所における園庭開放の利用者が

減少しているところもあるため、同取組の周知に加え、参加した親子が交流できるよう、居

心地の良い環境をつくったり、子育てに関する悩みや相談に対応するなどの取組が必要 

２．子育ての孤立化を防ぐための取組について

・乳児のいる全ての家庭を生後２か月頃に訪問員が訪問するこんにちは赤ちゃん事業の訪問実施率

を高めるため、本市ホームページへの掲載や母子健康手帳交付時の案内をはじめとした事業の周

知を実施 

・上記の取組により、母子の子育て環境を把握し、担当保健師とともに適切な支援を実施 

【評価や課題】 

訪問実施率（赤ちゃんに会えた率）が計画策定当初よりも９．２％上昇している。第１子で当事

業の訪問を受けた世帯が、当事業の趣旨を理解し、第２子以降の利用にもつながっていることも考

えられる。 
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施策３ 社会的支援を必要とする子ども・家庭への支援 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進に関する取組

・ひとり親家庭等の就労支援の実施 

・資格取得への経済的支援、子どもの就学等に必要な資金の貸付、児童扶養手当の支給 

【評価や課題】 

母子世帯等の就労支援については一定の成果を上げているものの、児童扶養手当の受給者の中に

は就労意欲が見受けられない者もおり、就労意識の向上に取り組む必要がある。 

２．要支援の子どもへの支援

経済的な理由等で支援が必要な家庭に関する取組 

・婦人母子生活支援施設の入所措置や相談援助の実施 

要保護児童に関する取組 

・児童虐待の予防と早期発見 

・児童虐待通告・相談窓口の周知 

・児童虐待等により支援が必要な家庭に対する要保護児童の状況把握 

・就学前の要保護児童について、入学前に各小学校等への情報提供 

・尼崎学園の機能充実 

児童擁護施設の退所後の取組 

・西宮市こども家庭センターへの通所面接の実施 

・スクールカウンセラーの活用を図りながら関係機関で支援 

・１８歳となり、年齢による退所となった場合、フォローが必要で連絡が取れる者に対して、近

況確認及び必要なアドバイスや相談、進学や就職に関する助言等の実施 

子育てに関する相談体制について 

・教育総合センターにて、４歳から１８歳までの児童とその保護者からの教育に関する相談受付 

・保健所における専門相談の実施及び効率化 

・母子父子自立支援員による母子家庭等相談の実施 

【評価や課題】 

児童虐待通告・相談窓口の周知により、市内における要保護児童相談件数については、計画策定

当初よりも約２倍となっており、相談先の認知度の向上に寄与している。 

また、教育相談により、様々な相談に応じることで、児童の心身の望ましい発達を促すとともに、

○ 児童虐待の受付件数が増加傾向 

○ ひとり親家庭の増加 

○ 障害のある子どもが自らの能力を最大限に活かしながら安心して地域生活を送るための支援が

必要 

○ 中学生の不登校出現率が全国平均より高く、非行等の問題行動は減少していない。悩みを相談

できる相手がいない子どもがいる。いじめ、不登校、非行等の問題は、教育分野だけの対応に限

界がある。 
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保護者の孤立感を軽減しているため、子育て支援に寄与しているものと考えられる。 

＜外部評価書＞ 

● 社会的に必要度が高い子ども・子育て家庭等の支援について 

・児童虐待等、社会的支援が必要な家庭等について、要保護児童対策地域協議会等による取組

の効果が一層高まるよう、就学後についても学校をはじめ関係機関と情報共有の上、継続支

援できるような機能強化を検討することが必要 

・尼崎学園は、施設改築を行うことが必要（対応完了） 

・虐待を受けた子どもの心のケアについて、施設退所後においても、心のケアが継続して行え

るよう、児童相談所と連携して、要保護児童対策地域協議会での協議をもとに、教育分野の

カウンセラーの活用や関係機関との連携強化により、一層の機能充実を図ることが必要 

・(児童養護施設に在籍していた子どもが）１８歳到達以降において、支援の状態が継続してい

る事例については、各種の社会保障制度や福祉サービス等につながるよう、情報提供等を工

夫することが必要 

・保健所において発達障害を疑う子どもについて継続して相談を受けるケースや、子育てに不

安を抱える保護者が増加していることなどから、乳幼児期の子育てに関する専門的な相談事

業に対する需要が増加しており、新たに相談があっても、それぞれタイムリーな対応が困難

な状況にあることを踏まえ、保健所、保育所、幼稚園、行政の相談機関等は、相互に連携し

て需要の増加に対応していくことが必要 

３．障害のある子どもとその家庭への支援

発達障害の子どもに関する取組 

・発達障害を疑う子どもの早期発見、早期支援、また就学前後の継続支援体制の構築に向けた児

童発達支援センターの体制強化 

・関係機関で連絡会を開催し、ライフステージごとの課題や支援上の課題の共有 

・スクールソーシャルワークの活用を推進するための研修会に教職員が参加し、支援を必要とす

る子どもの状況把握 

たじかの園の機能充実について 

・作業療法士の増員によるリハビリテーション機能の充実 

・障害児相談支援事業や保育所等訪問支援事業による集団生活に適応するための専門的な支援を

必要とする児童に対する支援の実施 

ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等を含めた障害のある児童等について 

・特別支援教育について校園内研修(ＯＪＴ)を推進 

・教育総合センターにおいて、教職員のニーズに応じた研修講座を実施 

・特別支援教育コーディネーター研修等の専門研修を充実及び各学校園における特別支援教育の

中核になる教員の育成 

【評価や課題】 

保育所等訪問支援事業については、事業が始まって間がなく、十分に制度が認知されていないた

め、より効果的に周知を図るよう検討する必要がある。 

障害のある子どもへの支援については、関係機関の相互連携を引き続き行う必要がある。 
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＜外部評価書＞ 

● 障害（発達障害含む）のある子どもへの支援について 

・リハビリテーション機能を持つたじかの園の機能を充実することは有効 

・発達障害の子どもの早期発見について、保健、医療、福祉、教育分野の関係機関が、今後も

引き続き、それぞれ支援を行うとともに、相互連携の強化について検討することが必要 

・発達障害に関して、事例に応じて、スクールソーシャルワークの活用を図ることが必要 

・学校現場において適切な対応が図られるよう、教員に対する研修を継続して行い、対応力の

向上を図ることが必要 

・生育歴や障害の状況、受けているサービスなどの情報を記録したサポートファイルの活用に

より、当事者のニーズに対応したきめ細やかなサポートが出来るようになるが、詳細な個人

情報が記載されることから、その運用に当たっては情報管理の徹底が必要 

・障害（発達障害も含む）のある子どもへの支援について、サポートファイルの活用により、

保護者が子どもの状況を何度も説明しなければならないといった負担が軽減されるだけでな

く、ライフステージ間で切れ目のない支援を受けられるような体制づくりに有効であること

から、教育現場での積極的な活用をはじめ、子どもの育ち支援ワーカーの活動の際にも活用

を期待 
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施策４ 仲間とともに子育てを楽しみ環境づくり

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．子育て家庭への情報提供について

・本市ホームページの整備 

・主に就学前の子育て支援に係る行政サービスや相談窓口等を集約した情報サイト（あまっこいき

いきナビ）の構築 

・市報における子育て特集の掲載、子育て情報誌「ａｍａえんぼう」保存版の作成、「あまがさき

食育ネットフェイスブックページ」の開設 等 

【評価や課題】 

本市ホームページ内の子ども・子育てに関連するページの閲覧件数が平成２４年度と比べ約１５

万件増加しており、これまで課題と認識してきた情報の発信側である行政と受け手側である子育て

家庭とのギャップが改善されつつあると思われる。 

また、子育て便利情報等を配信しているあまっこねっとについては、登録者数が計画策定当初と

比較すると約３０％減少している状況にあるため、より効果的な発信方法等について検討する必要

がある。 

＜アンケート結果＞ 

● 子育てに関する情報のうち、不足していると思うもの（複数回答） 

・子育てに関する情報のうち、不足していると回答した保護者が増加している。 

・「子どもの遊び場について」を選択した保護者（就学前児童保護者・小学生保護者とも）が高

い。一方で就学前児童保護者では「市が行う子育て支援事業内容について」「子どもを預けら

れる施設やサービスについて」「地域で子育て支援活動を行うグループ・団体の事業内容につ

いて」が小学生保護者よりも高く、小学生保護者では「進学予定の学校の教育内容」「不審者

や犯罪など地域の安全について」が就学生保護者よりも高い。 

● 尼崎市の情報の入手先（複数回答） 

・就学前児童保護者と小学生保護者どちらも「市報あまがさき」と選んだ回答が最も高い。 

・「保育所（園）・幼稚園の掲示板・学校の配布物」を選択した割合が就学前児童保護者と小学

生保護者で大きく異なり、小学生保護者の方が圧倒的に高い傾向にある。 

＜外部評価書＞ 

● 子ども・子育て支援の取組の情報提供の工夫について 

・市民ニーズの把握や市民の目線を大切にした情報の提供手法について一層の工夫を図ること

が必要 

・今後、総合的重点戦略２の「センター機能」を含む仕組みの検討を行うに当たり、尼崎市の

子ども・子育て支援の取組が市民に実感できる情報提供の検討（手法の例：スーパーマーケ

○ インターネット等の媒体を通じた情報入手は容易になる一方、多くの情報の中から利用者にと

って必要・不必要の判断が困難 

○ 本市の子育て関連施設は、他市と比較しても相対的に多いがあまり知られていない。 

○ 子育て親子が集える場所は、「場所が遠く・交通の便が悪い」。 

○ 保護者には、「雨の日等でも気軽に集まれる場所」、「親子のための情報を収集・発信する活動」

に関して充実が望まれている。
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ットの掲示板等、生活に密着した場所での情報提供や、市民に認知されているキャラクター

の掲載）に加え、市外居住者からも取組が見えるような効果的な情報提供について検討する

ことが必要 

● 子育て家庭への情報提供について 

・市報や現行のホームページの枠組みで、行政が提供可能な情報については、できるだけ速や

かに提供するように改善していくことが必要 

・子どもの安全・安心に関する情報は、子育て家庭にとって非常に重要であることから、在宅

子育て家庭など、社会のネットワークにつながりにくく、情報が届きにくい人に対する効果

的な情報提供のあり方について検討が必要 

・今後、ホームページの構成を再構築する際には、子ども・子育て家庭を意識し、子育て支援

に特化して積極的に発信していく手法を取り入れるなど、戦略的に行うことが必要 

● 緊急時の情報提供について 

・登録者全員に比較的早期に情報発信される「あまっこねっと」は、既存資源の活用の観点か

らも有効な手段であると考えられるが、登録者数が減少傾向にあるため、つどいの広場など、

在宅で子育てしている家庭が集う場において登録を推奨するとともに、保育所や幼稚園など

においても登録の働きかけを検討することが必要 

● 尼崎市の情報発信のあり方について 

・今回調査の中間年調査を比較すると、ほぼ全ての項目において、情報が不足していると回答

した保護者の回答率が上昇しているため、子育て世帯に情報が届きやすいような手法となっ

ているか等、今後も情報発信について工夫することが必要 

・今回調査の結果から、現在通っている、もしくは通う予定の保育サービスや学校毎の教育内

容に関心が高まっていることが分かるが、各保育施設や教育施設のホームページによる情報

発信の回数等に差がみられることから、各施設の情報発信に差が生じないように努めること

が必要 

２．地域の子育て支援拠点の充実及び子育て世代の交流の場の提供

・すこやかプラザについては、利用者のニーズを踏まえる中で整備したランチルームや多目的スペ

ースでの子育て支援に関する講座やイベント、一時預かり等の事業を実施 

・子育て親子が身近に集える場所であるつどいの広場については、年次的に順次増設するという計

画に沿って、利用者のニーズや利便性等を踏まえる中で増設を実施 

【評価や課題】 

すこやかプラザの利用者数は、計画策定当初から比較すると、すこやかプラザの子育て支援ゾー

ンＰＡＬにおいて約１６ポイント増、つどいの広場においても設置箇所の増設分（計画当初から３

箇所増）も含めて約６５ポイント増となっている。また、一時預かり事業の実施箇所数の増加にも

取り組んでおり、子育て支援施設の利用環境の改善が進んでいると考えられる。 

＜アンケート結果＞ 

● 尼崎市の子ども・子育て施策でさらに充実させてほしいもの（複数回答） 

・就学目児童保護者のうち、「つどいの広場など親子で気軽に集える場の充実」を選択された方

の割合が大きく減少している。 



11

【目標２ 子育てと仕事の調和の実現に向けた家庭環境づくり）】 

施策１ 保育サービスの充実 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．多様化する保育ニーズへの対応について

・病気やその回復期で集団保育が困難な乳幼児を一時的に医療機関により保護・看護を実施 

・法人保育園に障害児保育、延長保育、休日保育の実施等の特別保育事業に補助金を交付し、公立

保育所においても全ての保育所で延長保育を実施するとともに、園田保育所では０歳児保育およ

び一時預かり事業を開始 

【評価や課題】 

病児・病後児保育事業、延長保育事業の延べ利用人数、休日保育事業の延べ利用人数及び障害児

保育事業の受け入れ児童数の合計は年々増加し、計画策定当初から約１割増となっており、ニーズ

の充足に寄与している。 

＜アンケート結果＞ 

● 尼崎市の子ども・子育て施策でさらに充実させてほしいもの（複数回答） 

・就学前児童保護者のうち、「一時的に子どもを預けられる保育サービスの充実」を選択された

方の割合が減少しているものの、高い推移となっている。 

２．保育士の質向上について

・保育士の専門性をより高めるため、自己評価マニュアル「保育の自己評価」を法人保育園に配布

し、自己評価の活用に関する専門研修を実施 

【評価や課題】 

研修の実施回数の増加に伴い、受講者の人数も平成２５年度では計画策定当初よりも約３．３倍

となっており、公立保育所の参加者はもとより、特に法人保育園の参加が定着してきていることか

ら、保育の質の向上に寄与しているものと考えられる。 

３．放課後児童対策の取組充実について

・児童ホームでは、育成時間の延長や指導員の資質向上を目的とした研修を実施 

・こどもクラブにおいては、放課後や週末等の子どもたちの適切な遊びや生活の場を提供し、地域

活力を活かした遊びを工夫するなど、子どもにとって魅力ある事業を展開 

【評価や課題】 

これらの取組は、児童や子育て家庭への支援に一定寄与していると考えられる。ただ、児童ホー

ムについては余裕教室の活用が困難な状況であり、新たな施設整備についても経費面や敷地の確保

○ 保育所や児童ホームの利用希望者が年々増加しており、これに伴う待機児童への対応が必要 

○ ０歳児保育、延長保育、一時預かりといった保育サービスのニーズが増加 

○ 不安や悩みを抱えた保護者の増加に対応するため、保育所での地域の子育て支援、特別の支援

を要する子ども・家庭への支援等の充実が必要 

○ 保育所に求められる社会的な役割等に対応するため、公・私立保育所の保育サービスの質の向

上が必要 等 
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といった課題があることに加え、こどもクラブは、地域により参加人数のばらつきがあるため、地

域別等の参加状況を分析し、地域特性を踏まえ、運営を行う必要がある。 

＜外部評価書＞ 

● 放課後児童対策の取組の充実について 

・放課後児童対策の取組について、地域の社会資源の有効活用についても検討が必要 
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施策２ 働きやすい環境づくり 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．ワークライフバランスや就労支援に関する取組について

ワークライフバランスの促進について 

・子育てと仕事の調和が図れるよう、国等の新制度に関するパンフレット、冊子を担当部署の事

務室窓口等において設置・配布 

・市内企業等で構成される企業人権・同和教育合同研究会や尼崎労働者福祉協議会を通じて事業

者に対し、啓発活動を行ったほか、兵庫県等と共催してワークライフバランスにかかるセミナ

ーを開催 

就労支援に関する取組について 

・ポータルサイト「あまＪｏｂステーション」にて、就労支援情報のほか、「改正育児・介護休

業法のあらまし」等の子育て関連情報に関する積極的な情報発信 

・若年就業支援委員会において、就労支援の観点から子育てと仕事の調和に資する取組について

情報共有や協議の実施 

・すこやかプラザ等の子育て支援施設に雇用・就労相談、キャリア相談及び無料職業紹介等の事

業用ちらしを配布及び情報発信 

・企業の求人ニーズを踏まえた人材育成ときめ細やかな就労マッチング、気軽に相談できる雇

用・就労相談を実施 

・職業能力を高め、資格取得及び技術向上をめざす学習機会を提供するため、様々な情報提供や

就労体験等を女性チャレンジ広場事業や各種資格取得講座等、再就職セミナー等を実施 

【評価や課題】 

上記の取組により、子育て世代等の働きやすい環境づくり及び働きやすい環境づくりに寄与して

いる。また、就労体験は実施３年目となり定着しつつあることに加え、資格取得講座は資格取得率

が全国平均を上回る結果となっている。再就職セミナーは受講者同士のネットワークづくりにも役

立っており、就労への意欲向上やハローワーク活用促進に役立っていることから、女性の就労支援

に寄与している。 

○ 多様な就労形態により共働き家庭が増加する傾向 

○ 子育てと仕事の調和のため、家族、事業者、市それぞれの子育て家庭への支援が重要 等 
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施策３ 家庭における子育てと仕事の調和を促進する取組み 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．男女共同参画社会づくりに資するセミナーの実施について

・女性・勤労婦人センターでは、「地域課題に応える女性センター」を念頭に、男女共同参画、多

様な生き方・生活、仕事、男性セミナー等、様々な分野にわたるセミナーや講座を実施 

・仕事を離れ、地域での活動を模索している中高年男性を対象に、活動に役立つスキルや考え方を

学ぶ「じいじ入門講座」を実施 

・すこやかプラザにおいても、父親を対象とした子育て支援等に関する講座を実施 

【評価や課題】 

女性・勤労婦人センターのセミナーや講座は、毎年度、対象や規模、内容について多様な事業展

開を図っており、アンケート調査による受講生の満足度はどの講座も良好であることから、男女共

同参画社会への意識づくりにつながったと考えている。また、「じいじ入門講座」では、家事がで

きないといったシニア男性の参加もみられた。男性セミナーは、参加者の満足度が高く、大変活発

な講座となっており、リピーターも出てきていることから、今後も男性の意識啓発のため、男性が

抱える課題やニーズを踏まえながら受講生を増やす取組みが必要である。 

すこやかプラザでの講座においても、父親のニーズに即した事業内容を随時、企画・実施する必

要がある。 

○ 仕事と子育ての調和のためには、父親や家族が協力して子育てや家庭生活に携わることが必要
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【目標３ 豊かな心と生きる力をはぐくむ環境づくり】 

施策１ 学校教育の充実 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．子どもの心を育てる教育の充実

子どもの豊かな感性や社会性を育む取組について 

・学校教育では、小学校３年生を対象に体験型環境学習を実施 

・小学校５年生は学習の場を豊かな自然の中へ移し、４泊５日の長期宿泊体験を実施 

・大学等との連携を図り指導補助員の確保に努めたほか、施設との連携による指導者（教員）講習

会や実践交流会の実施、担任教員以外の自然学校への参加に係る学校内の協力体制の推進等 

長期欠席・不登校児童生徒に関する取組について 

・未然防止と早期の学校復帰のため、訪問指導員やハートフルフレンドの派遣、はつらつ学級(適応

指導教室）への通級指導、生活指導員の別室配置を実施 

・はつらつ学級指導員や訪問指導員・生活指導員等の課題解決に向けた情報共有及び対応力向上の

ため、教職員と長期欠席・不登校問題について研究協議を実施 

障害がある等の特別な支援を必要とする児童生徒に関する取組について 

・一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支援 

【評価や課題】 

自然学校アンケートにおける児童・保護者の満足度においても常に高い水準を維持していること

から、自然とのふれあいや様々な人間関係を深める体験活動を通じて、子どもの豊かな感性や社会

性を育むことに寄与している。 

学校復帰率は上昇傾向にあり、平成２５年度では８３％となっているが、未だ本市の不登校率の

出現率は、全国や他市等と比較するとかなり高い状況にあることから、その対策が必要である。 

＜アンケート結果＞ 

● 尼崎市の子ども・子育て施策でさらに充実させてほしいもの（複数回答） 

・小学生保護者のうち、「学力向上に向けた取組」を選択された方の割合が高い。 

● 携帯電話（スマートフォンを含む）の所持状況及び主な使用目的等について 

・中学生では約３／４、高校生のほぼ全員が携帯電話やスマートフォンを持っている。 

・携帯電話やスマートフォンの主な目的については、中学生、高校生ともに「ＳＮＳ」の割合

が最も高くなっています。 

・携帯電話やスマートフォンの使い方について、家の人との約束を「きちんと守っている」「だ

いたい守っている」を合わせると、中学生、高校生ともに５０％を超えていますが、高校生

の方が割合が低くなっています。一方、中学生の約５人に１人、高校生の約３人に１人が、「家

の人との約束はない」と答えています。 

○ 学校教育では、学力、体力の向上とともに、一人ひとりが自立し、自己の可能性を主体的に切

り開いていく力、体験活動を通じて力強く生きる力の養成が必要 

○ 複雑化し、多様化するいじめや不登校等、子どもが抱える問題については、家庭・関係機関と

の連携による適切な対応のみならず、未然防止の取組等、さらなる効果的な対応が必要 

○ 障害がある等特別な支援を必要とする子どもたちにもきめ細やかに対応するための環境整備が

必要 等 
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２．学力向上への取組について

・小学校３・４年生の教育課程に「計算科」を位置づけ、「そろばん」を活用した教育を実施 

・学習支援において知識・技能を活用した、少しレベルの高い学習への挑戦 等 

・各校が自らの課題を分析・策定した学力向上計画を精査し、学校独自の学力向上対策の充実、強

化 

・教員の指導力向上支援の内容を拡充し、各学校において、教員の指導力向上のための研修や先進

校の視察 

【評価や課題】 

これらの取組等により、小学校（６年生）は、算数が全国平均と差が縮まり、中学生（２年生）

では、理科を除く他の科目で全国レベルかそれ以上となっており、理科においても徐々に全国レベ

ルに近づき改善が見られる結果となっている。

＜アンケート結果＞ 

● 尼崎市の子ども・子育て施策でさらに充実させてほしいもの（複数回答） 

・小学生保護者のうち、「学力向上に向けた取組」を選択された方の割合が高い。 

● 携帯電話（スマートフォンを含む）の所持状況及び主な使用目的等について 

・中学生では約３／４、高校生のほぼ全員が携帯電話やスマートフォンを持っている。 

・携帯電話やスマートフォンの使い方について、家の人との約束を「きちんと守っている」「だ

いたい守っている」を合わせると、中学生、高校生ともに５０％を超えていますが、高校生

の方が割合が低くなっています。一方、中学生の約５人に１人、高校生の約３人に１人が、「家

の人との約束はない」と答えています。 

＜外部評価書＞ 

● 児童の学力向上について 

・今回調査において、子ども・子育て施策でさらに充実させてほしいもののうち、「学力向上に

向けた取組」の回答率が高い数値となっている。尼崎市の定住促進の観点からも、教員の指

導力向上等といった学力向上に繋がる取組に尽力し、尼崎市のイメージの向上に繋げること

も重要であるとともに、家庭での学習も重要であることから、子どもが学習しやすい環境と

なるよう、保護者の協力を得ることが不可欠 
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施策２ 学校と家庭・地域社会の連携 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．市民のスポーツ活動と世代を超えた交流の場を確保について

・学校開放事業として小学校・中学校の体育館、グラウンド等を開放 

・学校の夏季休業期間中に５小学校（難波小、杭瀬小、大島小、武庫小、園田小）のプールを開放 

【評価や課題】 

学校スポーツ施設の利用者は、学校施設の耐震化工事の影響で、減少しているが、学校プール開

放事業の利用人数は、毎年一定数で推移しているため、健康づくり、地域スポーツの振興やコミュ

ニティ推進等に寄与している。 

２．児童生徒の自立性を高めるなどの健全育成について

・中学２年生が、地域の事業所を中心に班に分かれ、職業体験等を行うトライやる・ウィーク推進

事業を実施 

【評価や課題】 

当該事業における児童の満足度も年々上昇しており、平成２５年度で８８％となっていることに

加え、保護者からもこの活動を通して生徒との会話が増えた等の成果が報告されている。ただ、ト

ライやる・ウィーク推進事業が浸透したことによる慣れから事業所任せの傾向が見受けられたり、

保護者も学校任せの傾向もあるため、学校・家庭・地域の三者の連携について再度確認する必要が

ある。 

○ 子どもへの教育は、保護者、地域、学校の協働作業であるが、地域社会において家庭が孤立化

し、学校行事や地域活動への参加意識が弱まっている等、地域の子育て力が低下している 等 
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施策３ 青少年の健全育成に向けた取組み 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．青少年の居場所づくりについて

・青少年センターのロビーにおいて青少年の話相手になる支援スタッフを配置 

・自由な交流を促進するための様々な体験メニューを提供 

・既存公共施設の管理者と協議を重ね、地域の居場所を５箇所設置 

・コミュニティソーシャルワークを活用し、様々な地域情報の収集に努め、青少年の居場所及び地

域の居場所確保等に向けた情報を広く提供 

・青少年の居場所づくりに関心のある人材の掘り起こしを視野に入れたボランティアスタッフの人

材育成研修を子育てコミュニティワーカーと連携して実施 

【評価や課題】 

青少年の居場所づくりについては、安心して居ることのできる環境づくりを行った結果、２２年

度からの４年間で利用者は２．４倍に増加し、「支援スタッフ登録人数」も３人から１２人へと増加

した。青少年団体指導者が活動しやすい環境を整え、青少年団体の地域での活動を活性化するため

に各地域で実施した「青少年地域活動促進事業」では多くの参加者があったほか、青少年活動に資

するための指導者養成事業の受講者等からなるリーダースバンク登録者の育成・活用を図るための

研修等を行い、その登録者も９人から２３人に増加した。 

＜外部評価書＞ 

● 青少年の居場所づくりをはじめとした青少年の健全育成に向けた取組の充実について 

・行政の関係部局は、青少年の健全育成を図る視点について共通認識を持ち、公民館、地区会

館等の公共施設で特定時間に場の提供を行うこと等の工夫について、引き続き調整すること 

・地域住民や事業者とも連携し、身近な地域に青少年の居場所の確保に向け、段階的に取り組

むこと 

・地域においては、子ども自らが、地域での居場所を見つけ出せるようにする地域住民による

仕掛けや、子ども自身が地域で役立つ存在であると意識するための仕掛けが十分でないこと

○ 青少年が地域社会の一員として、地域活動等に参加する機会が減少。また、地域活動への参加

意向・企画段階からの参画の意欲も低い。 

○ 青少年同士が日常生活の中で互いに人間関係づくりを学ぶ機会や育ちにとって重要な様々な体

験の機会が減少 

○ 中学生の不登校の出現率が全国平均と比べて高い傾向にあり、非行等の問題行動は減少してい

ない現状。悩みがあっても相談相手がいない青少年がいる。 

○ 公共施設や事業が、青少年のニーズに合っていない、又は魅力に欠けている可能性がある。 

○ 青少年施策は、中高生を対象とした施策が不十分、青少年の視点やニーズの把握が不十分。ま

た自由な交流から生まれる青少年の主体的活動や情操を豊かにする文化･芸術活動の面が希薄 

○ 青少年が利用できる施設、事業等の情報の発信等が不十分 

○ 家庭、学校、地域社会等が連携を深め、協働して子どもの育ちを支えることが必要。特に、青

少年の居場所づくり、主体的活動の支援等青少年の健全育成に向けた取組を地域社会全体で協働

することが必要 等 
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を踏まえ、行政は、地域活動が、青少年の健全育成を図る視点から行われる場合には、学校

や公園等の公共施設で行われている目的外利用等、様々な支援も含め、さらなる後押しを行

うことが必要 

・地域住民による事業提案や、空き店舗等の民間施設の活用等、地域住民や事業者の協力を得

ながら、身近な地域で、青少年同士が気軽に立ち寄れる場の確保に向けた取組等を進めるこ

とが有効 

・青少年の居場所で行われる事業等の内容に応じて、コミュニティソーシャルワークの活用も

必要（対応完了） 

● 悩みを抱える中高生への支援について 

・いじめや性の悩みなど、中高生だけでは解決できない悩みについて大人が支援するにあた

り、行政は信頼できる大人や年齢層の近い大人・大学生などを中高生の周囲環境としてつ

くることが必要 

● 青少年の健全育成に向けた取組の充実について 

・中高生を支え、居場所をつくってくれるボランティア・地域の大人・リーダーを増やして

いく取組を進めることが必要 

・青少年の育成を目的とした地域活動が活性化されるよう、地域で青少年の育成を行う団体

や、地域で日常的に子どもに関わっている大人に対する継続的な働きかけが必要 

２．青少年の社会参加や主体的活動の支援について

・青少年施策の中核施設である青少年センターにおける青少年の主体的な活動場所・交流の機会の

提供 

・成人の日のつどい企画委員会や青少年による企画事業の実施及び市内企業と連携した体験教室等

を積極的に開催 

【評価や課題】 

青少年が主体性を育み、様々な体験をする機会づくりを行ったことに加え、青少年に関する事業

の情報発信を強化したことにより、市内企業と連携した体験教室の応募率が平成２４年度と平成２

５年度を比較して約１．３倍に増加した。 

＜アンケート結果＞ 

● 「子ども会」など地域の大人が主催するイベント、地域行事、地域ぐるみの清掃活動、地域内

の運動会の今後の参加意向（単数回答） 

・「機会があれば参加したい」と回答した中高生ともの割合が高い。 

・参加したくない理由として「行事に魅力がないから」「勉強や部活等で時間がない」が高い割

合で推移し、「身近に活動がない／知らない」と回答した中高生が今回調査で増加している。 

● 「子ども会」など地域の大人が主催するイベント、地域行事、地域ぐるみの清掃活動、地域内

の運動会の企画段階からの参加意向（単数回答） 

・「機会があれば参加したい」と回答した中高生ともの割合が高く、前回調査から２０ポイント

程度の増加し、高校生は「あまり参加したいと思わない」と回答した割合が増加している。 

・参加したくない理由として「勉強や部活等で時間がない」「参加すると役目が大変そうだから」

が中高生ともに高い割合で推移している。一方、高校生については、「身近に活動がない／知

らない」や「人と関わるのがわずらわしいから」との回答が増加している。 

20

＜外部評価書＞ 

● 青少年の健全育成に向けた取組の充実について 

・各学校が主体となって、地域とのづながりづくりを一層進めることが必要 

３．地域とのつながりづくりや非行化の未然防止への取組について

・あいさつ運動やトライやる・ウィーク等による地域で児童生徒を健全に育む活動の促進 

・こころの教育推進事業等により、生命を尊重する心や規範意識、主体的に地域や社会に参画・行

動する力の育成 

・地域の中で子どもがいきいきと育つことができるような環境整備のため健全育成に関する講演会

等を開催 

・少年補導委員による補導・啓発・相談活動等、きめ細やかな地域での活動を展開 

【評価や課題】 

青少年を取り巻く環境が変化し、危険ドラッグやＬＩＮＥ等をはじめとするＳＮＳの利用に伴う

様々な問題が顕在化している現状において、少年補導委員や職員の継続的できめ細やかな地域での

活動が、犯罪の未然防止につながっているものと考えている。 

また、本市の問題行動件数は、小学校では増加傾向、中学校では減少傾向にあるため、小学校に

おいては増加した問題行動を分析した上で対策を推進し、中学校では現在の取組を継続する必要が

ある。 

＜外部評価書＞ 

● 青少年の健全育成に向けた取組の充実について 

・青少年の健全育成の観点に加え、まちのイメージ向上の観点からも、少年補導委員及び地域

の大人による青少年への声かけや啓発活動など、非行化の防止も含めた取組を継続的に進め

ることが必要 

＜アンケート結果＞ 

● 携帯電話（スマートフォンを含む）の所持状況及び主な使用目的等について 

・中学生では約３／４、高校生のほぼ全員が携帯電話やスマートフォンを持っている。 

・携帯電話やスマートフォンの主な目的については、中学生、高校生ともに「ＳＮＳ」の割合

が最も高くなっている。 

・携帯電話やスマートフォンの使い方について、家の人との約束を「きちんと守っている」「だ

いたい守っている」を合わせると、中学生、高校生ともに５０％を超えていますが、高校生

の方が割合が低くなっている。一方、中学生の約５人に１人、高校生の約３人に１人が、「家

の人との約束はない」と答えている。 
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【目標４ 子育てを支えるコミュニティづくり】 

施策１ 地域で子どもを育てる意識の醸成 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．地域の連帯感をはぐくむ取組について

・子ども会等の地縁型団体と子育てサークルやＮＰＯ法人等、テーマ型団体との情報交換や出会い

の場としての交流会を実施 

・身近な地域での子育て世代を対象にした子育てイベント、子育て世代が安心して、住み続けたい

と思えるように身近な地域の子育て情報発信や出会いの場として「ウェルカムパーティ」を開催 

・子どもを取り巻く社会環境の改善のため、子ども同士が話し合うティーンズミーティングを開催 

【評価や課題】 

上記の取組によって地域の子育て支援団体が増加し、コミュニティルーム登録団体数、あまがさ

きチャレンジまちづくり事業の総事業数に占める子育て支援事業数ともに緩やかな増加傾向が見

られることから、地域での子育て支援事業への側面的支援が徐々に浸透していると考えられる。 

ティーンズミーティングの実施により、参加した子どもに対して行政が大人として向き合う姿勢

を示すことができたことに加え、子どもの考えや意見を行政の取組に反映することで、地域で子ど

もを育てる意識の醸成に寄与していると思われる。 

○ 地域で、子どもと大人が親しく付き合ったり、気軽に語り合ったり、あるいは他人の子どもを

ほめたり、しかったりすることが減少 

○ 特に、別の地域から転入してきた子育て家庭については、地域に馴染みにくい傾向があり、顔

見知りの関係になりにくい。 等 

22

施策２ 子育てを支える地域活動の育成 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．子育てを支えるコミュニティをはぐくむ取組について

・子育てサークルの運営を側面支援するとともに、子育てに関心のある地域住民やＮＰＯ法人等に

よるネットワークを構築 

【評価や課題】 

リーダー研修会の実施や市民まつりの子どもの広場出演等の自主的活動の運営に取り組む人材

も出てきており、地域における子育て支援活動の活性化に寄与していると思われる。 

一方で、子育てサークルのスタッフ等の固定化が見られることから、後進の育成や新たな人材の

発掘が必要であり、また、平成２５年度は前年度に比べサークル数が３７から３３へと減少してい

ることから、事業の周知と新たな子育てサークルの結成の促進を図る必要がある。 

＜外部評価書＞ 

● 子育てサークルの支援について 

・子育てサークルの運営上の課題として、活動場所の確保や効果的な広報に関するノウハウが

十分でないことなどが挙げられるため、例えば、乳幼児健診などの機会を捉えた子育てサー

クル活動の周知や、活動場所に関する情報提供、広報の手法など、子育てサークルの運営に

関するきめ細やかな側面支援が必要 

・子育てサークル数については、子育てサークルの世話人や代表者の子どもが成長したなどの

理由により減少している現状がある。しかしながら、近隣関係が希薄化している昨今、子ど

もの育ちや子育てを地域全体で支えるため、子育てに関する支援の場がより一層求められて

いることから、地域の子育て支援活動グループに対する登録の呼びかけや子育てコミュニテ

ィワーカーと連携し、新たな子育てサークルの結成に向けた積極的な働きかけを行うことが

必要 

・子育てサークルの分布が地域によって偏在し、特定の地域に密集していることから、各地域

に一定数の子育てサークルが存在するように検討することが必要 

○ 地域においては、従来の近隣関係を基盤にして、子育て支援に取り組んでいるところがある一

方、そうした結び付きや支え合いによる取組が困難 

○ 地域住民同士、保護者同士による自主的活動の運営の担い手不足 

○ 子育て家庭が、子ども会等の地域活動に積極的に参加、参画しているとはいえない。 等 
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施策３ 地域での家庭支援機能の充実 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．多世代の交流の機会や地域のネットワークづくりの支援について

・すこやかプラザにおいて、世代間交流の機会の充実のため、「世代間交流広場ほのぼの」や「す

こやかおもちゃクリニック」といった多世代の人が参加できるイベントを実施 

・子育て家庭の母親たちが主体的に連携し、育児・子育ての問題に取り組むサークル活動（親子で

の遊びや子育て相談、育児に関する講座等）を促進するための支援の実施 

【評価や課題】 

すこやかプラザのイベントについては、実施回数を毎年度増やしている。利用者も年度によって

増減はあるものの、計画策定当初から９０％の増加となっているため、子どもや高齢者を含む近隣

の人々が出会い、顔見知りになる等、交流の機会づくりに寄与している。 

また、サークル活動を支援することにより、子育てに関心のある地域住民やＮＰＯ法人等による

ネットワークを構築されるなど、子育てを支える地域での結び付きや支え合いを育むことに寄与し

ている。今後、ネットワークをより一層強化するために他の子育て関係機関と連携していく必要が

ある。 

○ 地域の子どもや高齢者を含む近隣の人々が出会い、顔見知りになるといった交流の機会の減少

○ 地域にある子どもや子育て家庭に関わる様々な社会資源が点在していて、つながりにくい。 等
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【目標５ 子どもがのびのびと育つ生活環境づくり】 

施策１ 良質な住まいと住環境の整備 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．良質な賃貸住宅の供給や子育て世帯の持家支援について

・子育てファミリー世帯が市内で持家を取得する際の諸費用の一部を補助することにより、当該世

帯の持家取得を促進 

・中堅所得者層向けの優良な賃貸住宅の供給促進のため、特定優良賃貸住宅供給促進事業を実施 

・尼崎市の子育て支援情報といった暮らしやすさに関する情報を一元的に発信するサイト「あまが

さきに住もうネット」を新たに作成し、当サイトの充実と各種媒体を通じた周知 

【評価や課題】 

尼崎市ファミリー世帯住宅支援事業については、毎年度応募件数も多く、利子補給から一括補助

制度へと制度変更しても申請件数があまり減らなかったことから、制度変更による影響は少なかっ

たことが伺え、子育て世帯等に対する良質な住まいと住環境の整備に一定寄与している。「あまが

さきに住もうネット」の構築や周知により、子育て世帯を中心とした市民への情報提供に寄与して

いる。 

○ 教育費等経済的な負担が大きい子育て世帯等の中堅ファミリー層にとって、市内で良好な住宅

を確保することが困難な場合があり、市外への転出の要因となっている可能性がある 
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施策２ 子どもにやさしい生活環境づくり 

後期計画に課題として掲げられているもの 

１．犯罪から子どもを守る体制の強化

交通マナーの向上について 

・未就学児、児童及び生徒に対して交通安全教室を実施 

・自転車利用者のマナーの向上、交通安全意識の高揚を図るため、参加・体験・実践型の自転車

教室を実施 

・市内警察署や交通安全協会等と連携し、街頭啓発キャンペーンを実施 

・さわやかサイクル運動を街頭で行うなど、様々な取組を実施 

地域の暮らしの安全・安心の確保について 

・犯罪の未然防止や市民の防犯意識の高揚のため、「わんわんパトロール隊」や「自主防犯パト

ロール隊」等に加え、「ひったくり発生現場への表示板掲示」、「防犯講習会」等の事業を実施 

【評価や課題】 

上記の取組の結果、交通事故件数や自転車事故は減少傾向にあり、平成２５年においても、第９

次尼崎市交通安全計画における交通事故死者数の目標数値（２，９００人以下）を達成することが

できた。一方、ひったくりの発生件数については、平成２４年度には減少したものの、平成２５年

度は横ばいであったため、更なる取組を進める必要がある。 

＜アンケート結果＞ 

● 尼崎市について 

・中学生における「とても好き」「どちらかというと好き」の割合はともに高くなっている。 

・高校生は「どちらかどうと好き」の割合は約１０ポイント高くなっているものの、「とても好

き」の割合は、１０ポイント以上低くなっている。 

● 好きな理由 

・中高生ともに「小さいときから住んでいるから」と地元への愛着があるとの回答が最も多い。 

・中学生は「コンビニやファーストフードのお店が近くにあって便利だから」「ゲームセンター

やカラオケボックス・映画館等が近くにあるから」との回答が高く、高校生でも同様の傾向で

あるが、「交通が便利だから」と回答した割合が前回調査と比べ２０ポイント以上高くなって

いる。 

● 嫌いな理由 

・「その他」の回答を除き、中高生ともに「ごみごみしているから」が最も高い。 

・中学生は「子どもにとってよくない情報が多いから」との回答が高く、高校生では「家の周り

の環境が悪いから」との回答が高い。 

・前回調査と今回調査を比較すると、中高生ともに「ごみごみしているから」「子どもにとって

よくない情報が多いから」の割合が平均で約２０ポイント高くなっている。 

＜外部評価書＞ 

● 治安・モラルの問題について 

・地域住民が、地域で生活を送る上で治安やモラル向上といった課題解決に向けて、地域主体で

取り組めるよう、行政の関係部局が連携協力して、より積極的に地域に働きかけていくこと 

・事業者が、子どもが地域で安全に安心して過ごすことができる環境づくりに積極的に協力をす

○ 近年、全国で子どもを巻き込む犯罪が増加傾向 

○ 本市においては、自転車が関係する事故の割合が兵庫県下全域を大きく上回っている。 
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るよう、行政の関係部局は、事業者の行動を促すための取組について、一層進めること 

・治安・モラル等の課題は、子ども・子育て支援の視点を超えた、まち全体としての重要課題で

あることを認識し、行政は、子ども・子育て支援の枠にとどまらず、将来のまちのビジョンを

明確にする中で、まちづくり全体をトータルでコーディネートする責務を果たすこと（対応完

了） 

・子ども・子育て支援の視点からは、次の世代を担う「小さな市民（子ども）」に公共意識を育

むためにも、地域社会全体で子どもの育ちを支えていく地域住民等の主体的な取組が進むよう、

関係部局と役割分担の上、一層連携して取り組むこと 

● 子どもの見守りについて 

・今回調査結果により、保護者の手から離れて遊ぶようになる年齢の子どもの安全の確保が求め

られていることに加え、地域での防犯対策の充実が求められていることから、地域でできる防

犯対策として、地域活動に市民が積極的に参加し、子どもたちと顔が見える関係を築くことが

地域ぐるみの防犯に繋がることを市民に周知し、多くの参加を促していくことが必要 

２．放置自転車対策について

・毎年度、自転車等放置禁止区域内に放置されている自転車強制撤去を実施 

・ＪＲ尼崎駅をモデル駅に設定し自転車駐車場の管理運営と啓発指導・撤去等の放置自転車対策業

務を指定管理者に一括して委託し、より効率的で有効的な放置自転車防止対策を実施 

【評価や課題】 

上記の取組の結果、ＪＲ尼崎駅ターミナル付近の放置自転車は皆無となり、自転車駐車場の１日

平均利用者が約１００人増加した。その他、阪神尼崎駅バスターミナル降車場前に路上駐輪機を新

設し、併せて自転車等放置禁止区域を拡大するなどの取組により、駅前広場周辺が良好な都市空間

となるなどの成果が出ている。 

一方、市北部を中心に用地確保が困難なことなどにより、駐輪場が慢性的に不足している状況下

で放置自転車の台数が増加傾向にある。 
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（３）年齢３区分別人口と構成比の推移
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61.6%
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（５）合計特殊出生率の推移

資料：人口動態調査及び保育行政の概要´１４より作成

○全国平均の推移が緩やかな増加傾向にある中、尼崎市は全国平均を下回っている。
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1.41.41

1.4

1.42

1.33
1.36

1.25

1.3

1.35

1.4

1.45

1.5

1.55

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

全国 兵庫県 尼崎市

（６）人口動態の状況

資料：尼崎市統計書26年版

○自然動態では、出生数が死亡数を下回る状態が続いている。
○社会動態では、転入が転出を下回っている。
○以上のことから、自然動態・社会動態いずれも毎年マイナスの状態になっている。

※住民基本台帳の改正に伴い、平成２５年以降は外国籍の方も含む。

（単位：人）
自　　然　　動　　態 社　会　動　態 年　間  年　初

出　生 死　亡 自然増加数 転　入 転　出 社会増加数 増　　　加　　　数 推　計　人　口

平成22年 4,362 4,503 ▲ 141 18,072 19,152 ▲ 1,080 ▲ 1,221 462,748
平成23年 4,270 4,720 ▲ 450 17,631 19,172 ▲ 1,541 ▲ 1,991 453,582
平成24年 4,148 4,772 ▲ 624 18,327 19,152 ▲ 825 ▲ 1,449 451,591
平成25年 4,145 4,635 ▲ 490 18,224 19,188 ▲ 964 ▲ 1,464 450,142
平成26年 3,927 4,678 ▲ 751 18,268 19,406 ▲ 1,138 ▲ 1,889 448,688

年次
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（７）子どもの人口の推移

23,977 23,908 23,834 23,639 23,494 23,727 23,284 22,827

24,049 24,020 23,641 23,192 22,648 22,674 22,510 22,246

45,073
48,026 47,928 47,475 46,831 46,142 46,401 45,794

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

（人）

0～5歳 6～11歳 0～11歳

資料：住民基本台帳（各年３月末日）

○０～５歳、６～１１歳ともに減少傾向。
○６～１１歳の減少割合がやや大きい。

（８）婚姻・離婚の状況

資料：保健行政の概要’14

○婚姻する方の人数が逓減している状況であり、離婚する方の人数は増減があるものの、
ほぼ横ばいとなっている。

（人） （人口千人対） （人） （人口千人対）
平成21年 3,172 6.9 1,074 2.33
平成22年 3,072 6.7 1,110 2.41
平成23年 2,921 6.4 1,070 2.33
平成24年 2,862 6.1 957 2.04
平成25年 2,888 6.2 1,009 2.16

婚　　　　姻 離　　　　婚
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生涯未婚率

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

H2 H7 H12 H17 H22

男性

女性

年齢別未婚率の状況（男性）

○ 年代別では、男性は35歳以上、女性は30歳以上の未婚率が増加している。

○ 生涯未婚率も、男女ともに増加している。

年齢別未婚率の状況（女性）

生涯未婚率の推移
資料：国勢調査（各年10月１日）

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

H2 89.1% 62.6% 34.4% 22.9% 16.2% 9.2% 5.9%

H7 91.4% 66.2% 38.9% 25.7% 20.9% 15.9% 9.3%

H12 90.2% 68.5% 43.5% 27.1% 20.9% 18.1% 14.0%

H17 92.7% 71.4% 48.3% 30.8% 24.3% 19.5% 17.3%

H22 88.8% 65.9% 45.1% 37.5% 31.8% 26.2% 22.0%

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳
0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

H2 82.8% 41.0% 17.8% 9.7% 7.7% 5.5% 4.5%

H7 85.0% 48.7% 23.2% 14.5% 9.1% 7.6% 5.4%

H12 85.9% 52.7% 29.2% 17.5% 12.4% 8.1% 7.1%

H17 88.3% 60.0% 33.8% 22.1% 15.9% 12.1% 7.9%

H22 86.4% 59.2% 37.3% 27.0% 22.9% 17.9% 13.2%

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳

※生涯未婚率とは、45～49歳と50～54歳未婚率の平均値であり、50歳時の未婚率を示す。（社人研）

（９）未婚率の状況

（１０）女性の就労の状況

平成２年
20.5%

平成２年
73.8%

平成２年
56.9%

平成２年
43.3%

平成２年
50.8%

平成２年
59.1%

平成２年
62.9%

平成２年
57.7%

平成２年
47.4%

平成２年
31.4%

平成２年
11.8%

平成２２年
17.7%

平成２２年
66.1%

平成２２年
71.3%

平成２２年
62.3% 平成２２年

60.5%

平成２２年
65.7%

平成２２年
69.3% 平成２２年

67.1%

平成２２年
59.0%

平成２２年
44.1%

平成２２年
13.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

平成２年

平成７年

平成１２年

平成１７年

平成２２年

○平成2年から17年にかけて25～64歳の労働力が増加。

○特に30～34歳の就業率が、20年間で19ポイントの増加。

出典：国勢調査（各年10月1日）
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1,641

372
273

1,008
466267

3,356

9,052

2,418

9,127

495

1,696
586

165363

2,470

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000

1人世帯 2人世帯 3人世帯 その他 2人世帯（F） 3人世帯（F） 4人世帯（F） その他（F）

転入

転出

Ｈ24年世帯類型別移動人数

中学生以下の子どもがいる世帯では、転出入差は３人世帯で△800人、4人世帯
△700人の転出超過。
中学生以下の子どもがいない世帯２人世帯は＋1,000人の転入超過。

転出超過転入超過

中学生以下の子どもがいない世帯 中学生以下の子どもがいる世帯

8

1,279

2,010

303
424 507

579 925
1,585

331
529

39 56 3 8 1 4 0 0 0 0
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0-9歳 10-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70-79歳 80-89歳 90-99歳

中学生以下の子どもがいる世帯の年代別移動状況
人数

38,412人 39,501人 49,676人 68,194人 65,954人 50,781人 67,158人 50,854人 22,513人 4,053人市内年代別人口
※全市人口＝457,216人 H24年3月31日現在

全ての年齢層において、市内間転居が最も多く、次いで転出、転入と続く
（転出超過）。
移動している年代は０ ９歳が最多で、次いで30 39歳。

小学生以下の子どもとその親世帯が移動の中心と考えられる

転入 転出

6

第５回ひと咲きまち咲きあまがさき創生本部　会議資料から抜粋

第５回ひと咲きまち咲きあまがさき創生本部　会議資料から抜粋



後期計画の施策に関連する主な指標
目標 施策 指標 平成２２年度の値 平成２３年度の値 平成２４年度の値 平成２５年度の値

生涯を通じた女性の健康支援事業（赤
ちゃんふれあい体験学習事業・ママや
パパのためのマタニティセミナー・思春
期健康教育）の参加者数　※１

２，２３２人 ２，３０８人 ２，２８０人 ２，４１９人

３カ月児９５．４％ ３カ月児９５．６％ ３カ月児９６．１％ ３カ月児９６．７％

９～１０カ月児９１．３％ ９～１０カ月児９１．５％ ９～１０カ月児９２．８％ ９～１０カ月児９４．０％

１歳６カ月児９２．０％ １歳６カ月児９３．６％ １歳６カ月児９３％ １歳６カ月児９３．８％

３歳児　９０．３％ ３歳児　８８．７％ ３歳児　９０．２％ ３歳児　９１．４％

前期　４，１５３人 前期　４，３９１人 前期　４，２６９人 前期　４，１６７人

後期　３，９９１人 後期　４，０９９人 後期　４，０２４人 後期　３，８８２人

基本健診 基本健診 基本健診 基本健診

（Ａ）１７，７０９人 （Ａ）２５，０１７人 （Ａ）２４，２８７人 （Ａ）２１，２７０人

（Ｂ）２３，８８８人 （Ｂ）１８，１６０人 （Ｂ）１７，６３０人 （Ｂ）１７，６６５人

（Ｓ）　３，３０１人

小児救急医療電話相談事業の
利用件数

２，０３２件 １，９８５件 １，９２７件 １，８４９件

小児肥満対策事業の受診者数 ２２４人 ２４４人 ３４６人 ３５６人

幼児０．８％ 幼児０．６％ 幼児０．２％ 幼児０．６％

小学生２．０％ 小学生１．７％ 小学生２．０％ 小学生１．５％

地域子育て推進支援事業(親子ふれあ
い事業)の参加者数

１，２０４人 １，５１３人 １，８７２人 １，９５９人

子育て相談全体の件数　※３ １，９５８件 ２，０６５件 ２，１８３件 ２，３４５件

ファミリーサポートセンター運営事業の
登録会員数

１，０３３件 １，２３３件 １，４２３件 １，６４８件

ファミリーサポートセンター運営事業の
利用件数

２，５４０件 ２，１７７件 ２，２８２件 ２，６９９件

こんにちは赤ちゃん事業の事業実施率 ７７．１％ ８４．５％ ８５．９％ ８６．３％

子育て家庭への経済的支援の全体の
対象者数　※４

７２４，５４１人 ７４２，２３５人 ７４４，９１７人 ７３１，７１５人

母子世帯等の就労支援件数 １８７件 ２１０件 １２３件 １２９件

母子家庭等地域生活支援事業(特別相
談)の相談件数

３４件 ４４件 ３９件 ４０件

市内における要保護児童相談件数 ７３１件 ７７６件 １，２６０件 １，５５６件

子ども家庭相談支援体制整備事業(ス
クールソーシャルワークの実施)の年間
相談件数

１１１件 ８７件 １６４件 １２７件

小学生０．３６％ 小学生０．５２％ 小学生０．６２％ 小学生０．６４％

中学生４．４６％ 中学生４．２９％ 中学生３．９７％ 中学生４．１７％

障害のある子どもとその家庭への支援
事業全体の利用人数　※６

８，６８３人 ９，５８４人 １０，５９７人 １２，７７３人

こども安全・安心・便利情報提供事業の
登録者数

２，０８８人 １，９００人 １，６４８人 １，４３３人

ホームページの閲覧件数 ３１５，５６８件 ３２５，１２５件 ３０１，１１４件 ４４８，３７２件

地域の子育て支援拠点事業の
利用者数

２９，４８８人 ３６，７４５人 ４４，７２５人 ４８，５２９人

交流の場(公立保育所・すこやかプラザ)
での全体の利用者数　※７

４０，１９０人 ３８，０２９人 ３３，９７０人 ３５，５６４人

病児・病後児保育事業、延長保育事
業、休日保育事業、障害児保育事業、
一時預かり事業の利用者数の合計
※８

１４５，７９３人 １４６，８２３人 １５１，０４８人 １６１，１８３人

アクションプログラムに基づく公立保育
所の研修等の受講者数

３６０人 ５５９人 ７７３人 １，１８０人

児童ホーム入所児童数 １，７２６人 １，７７４人 １，８０１人 １，８７８人

パンフレット設置箇所数 ２箇所 ２箇所 ２箇所 １０箇所

女性・勤労婦人センター指定管理者管
理運営事業(再就職支援セミナー)の延
べ参加者数

１，９７８人 ６４６人 ４２８人 １８８人

女性・勤労婦人センター指定管理者管
理運営事業(女性チャレンジひろば)の
相談件数

７３件 ６９件 ６９件 ６８件

(3)家庭に
おける子
育てと仕
事の調和
を促進す
る取組み

女性・勤労婦人センター指定管理者管
理運営事業(男女共同参画セミナー)の
延べ参加者数

８５２人 ９９７人 １，６１９人 ２，２４３人

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

※８

目標2
子育てと
仕事の調
和の実現
に向けた
環境づくり

(4)仲間と
ともに子
育てを楽
しむ環境
づくり

(2)働きや
すい環境
づくり

乳幼児健康診査事業の受診率

朝食の欠食率　※２

不登校児童・生徒の出現率　※５

目標1
子育てを
楽しむ環
境づくり

朝食の欠食率は、１週間に６～７日食べないことがある割合（食育推進計画）（事業参加者アンケートによる）

子育て相談全体の件数は、公立保育所地域子育て支援事業（子育て相談）Ｈ２５年度475件、家庭児童相談の相談件数1,870件の合計数

（Ｈ２５年度）子育て家庭への経済的支援の全体の対象者数は、出産育児一時金等の直接支払制度等の対象者632人（出産件数）、養育医療給付事業の実人数111人、小児慢性特定疾
患治療研究事業の実人数332人、特定不妊治療費助成事業の実人数568人、育成医療給付事業の申請件数137件、乳幼児等医療費助成事業の対象者　30,557人、児童手当給付関係事業
の延べ支給人数689,194人、子ども手当給付関係事業の延べ支給人数2人、修学援助金交付金の交付件数1,824件、要保護・準要保護児童生徒就学援助費の認定者数8,358人の合計数

不登校児童・生徒の出現率（Ｈ２５年度）は、小学校・中学校の不登校児童数（Ｈ２６．５．１）／在校生徒数（Ｈ２５．５．１）

（Ｈ２５年度）障害のある子どもとその家庭への支援事業全体の利用人数は、介護給付費等事業（居宅介護）1,478人、介護給付費等事業（短期入所）455人、障害者（児）日中一時
支援事業62人、障害者（児）移動支援事業1,869人、保護者学級開催74人、重度心身障害者(児)介護手当48人、兵庫県心身障害者扶養共済制度加入者(県事業）240人、特別障害者手
当等の支給（障害児福祉手当）225人、特別児童扶養手当（県事業）904人、療養介護1,073人、児童発達支援事業2,713人（あこや学園利用年間延人数含む）、医療型児童発達支援事
業347人（たじかの園利用年間延人数含む）、放課後デイサービス事業3,285人の利用人数等の合計数

（Ｈ２５年度）交流の場（公立保育所・すこやかプラザ）での全体の利用者数は、公立保育所地域子育て支援事業（保育所園庭開放事業）6,326人、すこやか子育て支援事業（子育
て支援ゾーンＰＡＬ延べ利用人数　28,531人、子育て支援事業参加人数　491人、子育て悩み相談　216人）の利用者数の合計数

（Ｈ２５年度）病児・病後児保育事業延べ利用人数　2,123人、延長保育事業延べ利用人数141,309人、休日保育事業延べ157人、
障害児保育事業受け入れ児童140人、一時預かり事業　17,454人

妊婦健診(補助)事業の利用者数

(1)安心し
て生み育
てる環境
づくり

(2)家庭で
の子育て
を支援す
る環境づ
くり

(3)社会的
支援を必
要とする
子ども・
家庭への
支援

(1)保育
サービス
の充実

生涯を通じた女性の健康支援事業（Ｈ２５赤ちゃんふれあい体験学習事業　0人・ママやパパのためのマタニティセミナー　974人・思春期健康教育　1,445人（性教育））の参加者数

参考資料２



後期計画の施策に関連する主な指標

目標 施策 指標 平成２２年度の値 平成２３年度の値 平成２４年度の値 平成２５年度の値

私立幼稚園教育振興助成金の
交付園数

２４園 ２４園 ２４園 ２４園

学校復帰率　※９ ６４％ ８４％ ８６％ ８３％

心の教育相談事業の延べ相談件数 ４，７７１人 ４，５４５人 ４，０３８人 ４，４９７人

児童９６～９８％ 児童　９９％ 児童　９９％ 児童　９７％

保護者９７～９８％ 保護者　９９％ 保護者　９９％ 保護者　９７％

男子　１３．５５秒 男子　１２．８７秒

女子　１５．８０秒 女子　１５．６３秒

尼崎市子どもの育ち支援条例について
説明した市民の人数

３９６人 １９２人 ６１３人 １，１８０人

教職員研修事業の受講者の理解度と
満足度（アンケート調査を実施し、５段
階評定尺度と自由記述）

５ ５ ４．６５ ４．７５

中学校２年生徒の平均正答率（５教科
計 学力生活実態調査） ［～24年度］
※１０

２９１点 ３０２点 ３０８点 ―

小学校６３．１％ 小学校６０．６％ 小学校６２．８％ 小学校５８．５％

中学校４２％ 中学校２６．９％ 中学校２２．２％ 中学校２２．１％

保護者８８．６％ 保護者９４．６％ 保護者９２．５％ 保護者９０．３％

児童８４．７％ 児童６５．９％ 児童６７．５％ 児童６４．８％

学校開放事業の利用人数 ９４６，２２４人 ８５７，６９４人 ７４９，０３６人 ６８９，９０９人

トライやるウイーク事業の満足度　※１１ 充実度７０％ 充実度８０％ 充実度８６％ 充実度８８％

青少年の居場所づくり事業に係る支援
スタッフ登録人数

０人 ３人 ９人 １２人

地域活動事業の参加人数 １０，３４４人 ９，８３５人 ６，８９８人 ６，７８２人

青少年交流事業の参加人数 ２，３００人 ３，６８０人 ２，７００人 ２，３００人

青少年指導者養成事業(リーダースバン
ク)の指導者登録数

１１人 １１人 ９人 ２３人

少年補導活動事業(街頭補導活動)の補
導活動延べ人員

１５，９６６人 １５，４３７人 １６，５５７人 １６，８５３人

青少年健全育成啓発事業(青少年健全
育成非行化防止キャンペーン)の参加人
数

１４２人 １３７人 １３４人 １３７人

協働のまちづくりの基本方向推進事業の
コミュニティルーム登録者数

１７４件 １７３件 １５６件 １５９件

協働のまちづくりの基本方向推進事業の
コミュニティルーム利用件数

２，０８６件 ２，４２４件 ２，３２６件 ２，４３３件

(2)子育て
を支える
地域活動
の育成 子ども・子育て支援グループ等の認知数 ９１件 ９５件 ９２件 ８６件

子ども・子育て支援グループ等に働きか
けた件数

９６件 １１７件 １２７件 ２５２件

すこやかプラザ運営事業(世代間交流事
業)全体の利用者数

６１５件 １，０４２件 ９７０件 １，１５９件

特定優良賃貸住宅を活用するための空
家率の縮小

１３．８％ １５．４％ ２４．１％ ２５．５％

尼崎市ファミリー世帯住宅支援事業の
補助件数

１，３９０件 １，１８２件 ９３０件 ６７１件

街頭犯罪・侵入犯罪の発生数 ７，３８２件 ６，９０９件 ７，１３９件 ６，７０５件

放置自転車台数 ２，８４３台 ２，４８４台 ２，５４１台 ３，０８６台

交通安全教育事業の参加延べ人数 １６，０５９人 １９，２６２人 １７，１９６人 １９，９２２人

公園緑地整備事業の設計・整備前の
ワークショップ開催数

１箇所 １箇所 １箇所 ０箇所

※９

※１０

※１１

雨天中止のため計測できず

自然学校アンケートにおける児童・保護
者の満足度

目標3
豊かな心
と生きる
力をはぐく
む環境づ
くり

(1)学校教
育の充実

雨天中止のため計測できず
中学校体育振興委託事業(中学校総合
体育大会)の中学校３年生徒の１００Ｍ
の平均タイム

目標4
子育てを
支えるコ
ミュニティ
づくり

目標5
子どもが
のびのび
と育つ生
活環境づ
くり

図書館の利用アンケート（利用するよう
になったと回答する割合）

学校復帰率は、学校へ復帰した人数（行事やテストなどの部分的なものも含む。）／はつらつ学級（延べ在校生徒人数、ただし同一人物を除く。）。

平成２４年度まで実施していた市独自の調査結果

トライやるウイーク事業の満足度は、全校、全参加生徒にアンケートを実施

計算力向上事業の満足度（アンケートに
よる満足度８０％以上）

(3)地域で
の家庭支
援機能の
充実

(2)子ども
にやさし
い生活環
境づくり

(2)学校と
家庭・地
域社会の
連携

(3)青少年
の健全育
成に向け
た取組み

(1)地域で
子どもを
育てる意
識の醸成

(1)良質な
住まいと
住環境の
整備



１ 子育てに関して、日頃悩んでいること、気になること（複数回答）

就学前児童保護者
今回調査
(N=1132)

中間年調査
(N=893)

前回調査
(N=717)

今回調査
－前回調査

単位：％ 割合 割合 割合 差
子どもの教育に関すること 38.1 34.3 29.4 8.7
子育てやしつけがうまくできていないという不安がある 32.4 36.1 37.9 ▲ 5.5
自分の自由な時間が持てない 30.9 33.4 33.9 ▲ 3.0
子どもの発達・発育に関すること 28.2 22.3 21.3 6.9
子育てにかかる出費がかさむ 27.6 30.8 33.6 ▲ 6.0
子育てによる身体・精神の疲れが大きい 21.7 17.2 19.1 2.6
子どもの友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること 18.7 24.0 18.5 0.2

小学生保護者
今回調査
(N=1082)

中間年調査
(N=718)

前回調査
(N=1213)

今回調査
－前回調査

単位：％ 割合 割合 割合 差
子どもの教育に関すること 38.5 49.9 40.7 ▲ 2.2
子育てやしつけがうまくできていないという不安がある 23.9 32.3 28.9 ▲ 5.0
自分の自由な時間が持てない 10.7 15.5 11.5 ▲ 0.8
子どもの発達・発育に関すること 15.0 15.5 10.4 4.6
子育てにかかる出費がかさむ 36.2 50.6 33.2 3.0
子育てによる身体・精神の疲れが大きい 10.3 12.0 7.8 2.5
子どもの友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること 29.7 32.3 27.8 1.9

　アンケート経年変化

※「子どもの安全に関すること」については、今回調査の追加項目であるため除外している。

　今回調査（事業計画策定に係るニーズ調査）（抜粋）

アンケート調査結果（行動計画策定指針に関連する主なもの）

38.1

32.4

30.9

28.2

27.6

22.4

21.7

18.7

38.5

23.9

10.7

15.0

36.2

32.7

10.3

29.7

0 20 40

子どもの教育に関すること

子育てやしつけがうまくできていないという不安がある

自分の自由な時間が持てない

子どもの発達・発育に関すること

子育てにかかる出費がかさむ

子どもの安全に関すること

子育てによる身体・精神の疲れが大きい

子どもの友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること

就学前児童保護者

小学生保護者

（単位：％）

事業計画策定に係るニーズ調査

事業計画策定に係るニーズ調査

参考資料３

1



２　子育てに関する悩みや不安がある場合の相談先（複数回答）

就学前児童保護者
今回調査
(N=1,132)

中間年調査
(N=893)

前回調査
(N=717)

今回調査
－前回調査

単位：％ 割　合 割　合 割　合 差
配偶者（パートナー） 80.0 76.8 79.1 0.9
親族（親・兄弟姉妹など） 72.4 75.3 73.9 ▲ 1.5
友人 66.4 64.8 69.6 ▲ 3.2
保育所（園）・幼稚園・学校等の先生 26.1 19.5 19.8 6.3
職場の人 15.6 11.4 12.3 3.3
近所の人 10.8 10.3 14.2 ▲ 3.4
インターネットの相談ページ 4.5 4.8 6.6 ▲ 2.1

小学生保護者
今回調査
(N=1,082）

中間年調査
(N=718)

前回調査
(N=1,213)

今回調査
－前回調査

単位：％ 割　合 割　合 割　合 差
配偶者（パートナー） 76.7 67.5 69.2 7.5
親族（親・兄弟姉妹など） 65.0 57.1 59.0 6.0
友人 65.7 62.5 66.4 ▲ 0.7
保育所（園）・幼稚園・学校等の先生 21.3 15.7 16.3 5.0
職場の人 20.9 19.6 18.1 2.8
近所の人 12.7 10.4 12.5 0.2
インターネットの相談ページ 2.3 1.9 1.9 0.4

　アンケート経年変化

　今回調査（事業計画策定に係るニーズ調査）（抜粋）

80.0

72.4

66.4

26.1

15.6

10.8

4.5

76.7

65.0

65.7

21.3

20.9

12.7

2.3

0 20 40 60 80

配偶者（パートナー）

親族（親・兄弟姉妹など）

友人

保育所（園）・幼稚園・学校等の先生

職場の人

近所の人

インターネットの相談ページ

就学前児童保護者

小学生保護者

（単位：％）

事業計画策定に係るニーズ調査

事業計画策定に係るニーズ調査
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３ 子育てに関する情報のうち、不足していると思うもの（複数回答）

就学前児童保護者
今回調査
(N=538)

中間年調査
(N=893)

前回調査
(N=717)

今回調査－
中間年調査

単位：％ 割　合 割　合 割　合 差
子どもの遊び場について 50.4 30.5 ― 19.9
市が行う子育て支援の事業内容について 45.5 16.6 ― 28.9
子どもを預けられる施設やサービスについて 42.4 21.6 ― 20.8
地域で子育て支援活動を行うグループ・団体の事業内容につ
いて

36.8 10.0 ― 26.8

進学予定の学校の教育内容について 36.8 31.1 ― 5.7
各幼稚園の教育内容について 34.8 21.8 ― 13.0
各保育所（園）の保育サービスについて 29.9 17.4 ― 12.5
不審者や犯罪など地域の安全について 24.3 28.4 ― ▲ 4.1
親同士が知り合える場について 20.8 12.1 ― 8.7
病気の予防や発育について 17.3 15.1 ― 2.2

小学生保護者
今回調査
(N=484）

中間年調査
(N=718)

前回調査
(N=1,213)

今回調査－
中間年調査

単位：％ 割　合 割　合 割　合 差
子どもの遊び場について 56.6 20.9 ― 35.7
市が行う子育て支援の事業内容について 20.5 9.2 ― 11.3
子どもを預けられる施設やサービスについて 21.9 7.5 ― 14.4
地域で子育て支援活動を行うグループ・団体の事業内容につ
いて

18.4 7.4 ― 11.0

進学予定の学校の教育内容について 48.1 34.8 ― 13.3
各幼稚園の教育内容について ― ― ― ―
各保育所（園）の保育サービスについて ― ― ― ―
不審者や犯罪など地域の安全について 39.3 25.5 ― 13.8
親同士が知り合える場について 14.3 4.6 ― 9.7
病気の予防や発育について ― ― ― ―

　アンケート経年変化

　今回調査（事業計画策定に係るニーズ調査）（抜粋）

50.4

45.5

42.4

36.8

36.8

34.8

29.9

24.3
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17.3

12.6

56.6

20.5

21.9

18.4

48.1

39.3

14.3

14.0

39.9

0 20 40 60

子どもの遊び場について

市が行う子育て支援の事業内容について

子どもを預けられる施設やサービスについて

地域で子育て支援活動を行うグループ・団体の事業内容に
ついて

進学予定の学校の教育内容について

各幼稚園の教育内容について

各保育所（園）の保育サービスについて

不審者や犯罪など地域の安全について

親同士が知り合える場について

病気の予防や発育について

子育ての悩みや不安の相談窓口について

思春期の子どもへの関わり方について

就学前児童保護者

小学生保護者

（単位：％）

事業計画策定に係るニーズ調査

事業計画策定に係るニーズ調査
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４　尼崎市の情報の入手先（複数回答）

就学前児童保護者
今回調査
(N=1,132)

中間年調査
(N=893)

前回調査
(N=717)

今回調査－
中間年調査

単位：％ 割　合 割　合 割　合 差
市報あまがさき 84.0 86.6 ― ▲ 2.6
保育所（園）・幼稚園の掲示板・学校の配布物 29.6 21.2 ― 8.4
保育所（園）・幼稚園・学校の先生 24.8 17.9 ― 6.9
子育て支援などの情報誌 23.7 16.7 ― 7.0
市ホームページ（パソコン版） 22.1 32.8 ― ▲ 10.7
市ホームページ（携帯電話版） 18.4 18.3 ― 0.1
近所の公共施設の掲示板 10.2 11.8 ― ▲ 1.6

小学生保護者
今回調査
(N=1,082）

中間年調査
(N=718)

前回調査
(N=1,213)

今回調査－
中間年調査

単位：％ 割　合 割　合 割　合 差
市報あまがさき 79.9 85.7 ― ▲ 5.8
保育所（園）・幼稚園の掲示板・学校の配布物 73.9 8.1 ― ―
保育所（園）・幼稚園・学校の先生 13.1 23.1 ― ▲ 10.0
子育て支援などの情報誌 9.7 8.8 ― 0.9
市ホームページ（パソコン版） 20.7 30.1 ― ▲ 9.4
市ホームページ（携帯電話版） 14.4 15.9 ― ▲ 1.5
近所の公共施設の掲示板 9.1 8.2 ― 0.9

　アンケート経年変化

※　中間年では、「学校の掲示板」という選択肢になっている。

　今回調査（事業計画策定に係るニーズ調査）（抜粋）
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市ホームページ（パソコン版）

市ホームページ（携帯電話版）

近所の公共施設の掲示板

就学前児童保護者

小学生保護者

（単位：％）

※

事業計画策定に係るニーズ調査

事業計画策定に係るニーズ調査
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５　尼崎市の子ども・子育て施策でさらに充実させてほしいもの（複数回答）

就学前児童保護者
今回調査
(N=1,132)

中間年調査
(N=893)

前回調査
(N=717)

今回調査
－前回調査

単位：％ 割　合 割　合 割　合 差
公園などの子どもの遊び場の整備 57.6 62.6 75.2 ▲ 17.6
一時的に子どもを預けられる保育サービスの充実 40.9 37.7 51.9 ▲ 11.0
つどいの広場など親子で気軽に集える場の充実 20.4 20.2 44.1 ▲ 23.7
子どもが安心して安全に生活できるための地域での防犯対策 ― 55.5 ― ―
学力向上に向けた取組 ― 33.9 ― ―
保育所（園）・児童ホームの待機児童対策 37.6 31.0 ― ―
子育て支援に関する情報提供の充実 29.8 20.0 39.5 ▲ 9.7
子育てについて気軽に相談できる窓口 25.1 15.9 20.6 4.5
病気や障害のある子どもとその家庭への支援 11.8 11.1 19.5 ▲ 7.7

小学生保護者
今回調査
(N=1,082)

中間年調査
(N=718)

前回調査
(N=1,213)

今回調査
－前回調査

単位：％ 割　合 割　合 割　合 差
公園などの子どもの遊び場の整備 ― 46.1 73.2 ―
一時的に子どもを預けられる保育サービスの充実 ― 17.5 22.4 ―
つどいの広場など親子で気軽に集える場の充実 ― 8.9 26.7 ―
子どもが安心して安全に生活できるための地域での防犯対策 57.4 49.9 ― ―
学力向上に向けた取組 52.6 47.9 ― ―
保育所（園）・児童ホームの待機児童対策 13.2 16.3 ― ―
子育て支援に関する情報提供の充実 24.5 11.7 23.3 1.2
子育てについて気軽に相談できる窓口 21.9 16.7 10.1 11.8
病気や障害のある子どもとその家庭への支援 15.8 10.0 13.8 2.0

　アンケート経年変化

　今回調査（事業計画策定に係るニーズ調査）（抜粋）

57.6

40.9

20.4

37.6

29.8

25.1

11.8

57.4

52.6

13.2

24.5

21.9

15.8

0 20 40 60

公園などの子どもの遊び場の整備

一時的に子どもを預けられる保育サービスの充実

つどいの広場など親子で気軽に集える場の充実

子どもが安心して安全に生活できるための地域での防犯対
策

学力向上に向けた取組

保育所（園）・児童ホームの待機児童対策

子育て支援に関する情報提供の充実

子育てについて気軽に相談できる窓口

病気や障害のある子どもとその家庭への支援

就学前児童保護者

小学生保護者

（単位：％）

事業計画策定に係るニーズ調査

事業計画策定に係るニーズ調査

5



６　乳幼児とのふれあい体験について
　問：弟や妹以外の赤ちゃんや幼児と遊んだこと（単数回答）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

　中学生回答

　高校生回答

25.2

37.4

18.4

14.5

4.5

24.7

37.1

19.3

16.9

2.0

21.8

36.0

23.3

18.0

0.9

0 10 20 30 40 50

たくさんある

ときどきある

あまりない

まったくない

無回答

前回調査(N=468)

中間年調査(N=450)

今回調査（中高生）（N=455）

22.9

40.5

22.2

10.7

3.7

28.4

38.3

19.7

12.4

1.1

25.6

38.1

17.2

17.4

1.7

0 10 20 30 40 50

たくさんある

ときどきある

あまりない

まったくない

無回答

前回調査(N=410)

中間年調査(N=436)

今回調査（中高生）（N=402）

（単位：％）

67.4

39.3

11.1

10.4

8.9

8.9

3.0

2.2

49.3

16.4

1.4

2.9

7.1

20.0

1.4

1.4

70.5

36.0

10.8

10.8

8.6

14.4

1.4

0.7

0 20 40 60 80

身近にいないから

時間や機会がないから

どう接してよいかわからないから

苦手意識があるから

好きではないから

特に理由はない

その他

無回答

前回調査(N=135)

中間年調査(N=140)

今回調査（中高生）（N=139）

（単位：％）

－１　遊んだことがない理由（複数回答）
　（※ で「あまりない」「まったくない」と答えた方のみ）

－１　遊んだことがない理由（複数回答）
　（※ で「あまりない」「まったくない」と答えた方のみ）

73.4

20.8

9.7

9.1

8.4

9.7

0.6

2.6

60.1

18.4

3.1

3.7

4.9

7.4

1.2

1.2

79.3

30.3

11.2

8.5

8.0

6.9

0.0

0.5

0 20 40 60 80

身近にいないから

時間や機会がないから

どう接してよいかわからないから

苦手意識があるから

好きではないから

特に理由はない

その他

無回答

前回調査(N=154)

中間年調査(N=163)

今回調査（中高生）（N=188）

（単位：％）

（単位：％）
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1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

　中学生回答

　高校生回答

７　「子ども会」など地域の大人が主催するイベント、地域の行事（お祭りな
ど）、地域ぐるみの清掃活動、地域内の運動会の今後の参加意向（単数回答）

（単位：％）

－１　参加したくない理由
　（※ で「あまり参加したいと思わない」「参加したくない」と答えた方のみ）

－１　参加したくない理由
　（※ で「あまり参加したいと思わない」「参加したくない」と答えた方のみ） （単位：％）

5.1

40.5

33.4

14.6

6.3

8.3

50.9

23.9

11.7

5.3

8.0

41.3

32.8

14.2

3.7

0 20 40 60

積極的に参加したい

機会があれば参加したい

あまり参加したいと思わない

参加したくない

無回答

前回調査(N=410)

中間年調査(N=436)

今回調査（中高生）（N=402）

（単位：％）

39.6

38.1

22.8

17.8

14.2

13.2

7.1

2

34.8

33.5

16.8

11.0

15.5

15.5

7.7

1.3

31.2

38.6

37.0

16.4

12.7

9.5

10.6

1.1

0 10 20 30 40

行事に魅力がないから

勉強や部活等で時間がない

身近に活動がない／知らない

参加すると役目が大変そうだから

人と関わるのがわずらわしいから

その他

家族の大人が参加に積極的でないから

不明・無回答

前回調査(N=197)

中間年調査(N=155)

今回調査（中高生）（N=189）

（単位：％）

4.3

36.5

31

20.3

7.9

4.9

47.8

24.2

14.4

8.7

5.7

48.8

28.6

15.4

1.5

0 20 40 60

積極的に参加したい

機会があれば参加したい

あまり参加したいと思わない

参加したくない

無回答

前回調査(N=468)

中間年調査(N=450)

今回調査（中高生）（N=455）

40.0

27.9

23.3

12.9

10.4

9.2

3.8

5.0

38.5

36.2

18.4

8.6

11.5

12.1

4.6

2.3

36.5

35.5

33.0

16.0

23.0

4.0

9.0

2.5

0 10 20 30 40

行事に魅力がないから

勉強や部活等で時間がない

身近に活動がない／知らない

参加すると役目が大変そうだから

人と関わるのがわずらわしいから

その他

家族の大人が参加に積極的でないから

不明・無回答

前回調査(N=240)

中間年調査(N=174)

今回調査（中高生）（N=200）
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1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

　中学生回答

　高校生回答

８　「子ども会」など地域の大人が主催するイベント、地域の行事（お祭りなど）、地域ぐ
るみの清掃活動、地域内の運動会の企画段階からの参加意向（単数回答）

（単位：％）

（単位：％）

－１　参加したくない理由
　（※ で「あまり参加したいと思わない」「参加したくない」と答えた方のみ）

－１　参加したくない理由
　（※ で「あまり参加したくない」「参加したくない」と答えた方のみ）

（単位：％）

（単位：％）

2.4

30.2

23.9

17.1

26.3

3.4

36.9

30.5

24.1

5.0

9.6

50.5

29.8

8.6

1.5

0 20 40 60

積極的に参加したい

機会があれば参加したい

あまり参加したいと思わない

参加したくない

無回答

前回調査（N=410）

中間年調査（N=436）

今回調査（中高生）（N=198）

36.9

36.9

24.4

22.6

10.7

9.5

6.5

6.0

37.8

20.2

26.9

16.8

12.2

12.2

10.1

0.8

36.8

36.8

6.6

26.3

9.2

3.9

2.6

17.1

0 20 40 60 80

勉強や部活等で時間がない

参加すると役目が大変そうだから

行事に魅力がないから

身近に活動がない／知らない

人と関わるのがわずらわしいから

その他

家族の大人が参加に積極的でないから

不明・無回答

前回調査（N=168）

中間年調査（N=238）

今回調査（中高生）（N=76）

2.8

21.4

25

17.9

32.9

2.7

31.3

28.4

31.6

6.0

6.0

40.7

39.5

11.7

2.0

0 20 40 60

積極的に参加したい

機会があれば参加したい

あまり参加したいと思わない

参加したくない

無回答

前回調査（N=468）

中間年調査(N=450)

今回調査（中高生）（N=248）

33.3

26.9

24.4

22.4

9.5

7.0

2.5

5.5

40.7

20.7

23.0

18.9

10.0

8.9

3.3

1.5

70.1

44.9

20.5

54.3

22.8

1.6

11.0

3.9

0 20 40 60 80

勉強や部活等で時間がない

参加すると役目が大変そうだから

行事に魅力がないから

身近に活動がない／知らない

人と関わるのがわずらわしいから

その他

家族の大人が参加に積極的でないから

不明・無回答

前回調査（N=201）

中間年調査（N=270）

今回調査（中高生）（N=127）
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　携帯電話やスマートフォンを持っているか　（単数回答）

≪学年別≫

　中学生では学年が上がるにつれて持っている割合が高くなり、高校生になると、ほぼ全員
が持っています。

　中学生の約３／４、高校生のほぼ全員が携帯電話やスマートフォンを持っています。

76.1%

99.1%

23.6%

0.4%

0.4%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生（Ｎ＝402）

高校生（Ｎ＝455）

はい いいえ 不明・無回答

中学生

69.7%

75.7%

82.8%

29.5%

24.3%

17.2%

0.8%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学１年（Ｎ＝132）

中学２年（Ｎ＝136）

中学３年（Ｎ＝134）

はい いいえ 不明・無回答

高校生

99.6%

98.7%

0.4%

0.4%

0.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高校１年（Ｎ＝229）

高校２年（Ｎ＝226）

はい いいえ 不明・無回答

9

今回調査（中高生）より抜粋

９．携帯電話（スマートフォンを含む）の所持状況及び主な使用目的等について



―１　携帯電話やスマートフォンの主な使用目的　（単数回答）　※  で「はい」と答えた方のみ

　携帯電話やスマートフォンの主な使用目的については、中学生、高校生ともに「ＳＮＳ」
（※）の割合が最も高くなっています。
（※ ソーシャル ネットワーキング サービスの略。ＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥなどがある。）
　高校生における「ＳＮＳ」の割合が中学生に比べて高く、「メール」の割合が中学生に比べ
て低いことから、高校生の方が中学生に比べて携帯電話よりスマートフォンを持っている割
合が高いと思われます。

―２　携帯電話やスマートフォンの使用ルールについて　（単数回答）

　携帯電話やスマートフォンの使い方について、家の人との約束を「きちんと守っている」「だ
いたい守っている」を合わせると、中学生、高校生ともに５０％を超えていますが、高校生の
方が割合が低くなっています。
　一方、中学生の約５人に１人、高校生の約３人に１人が、「家の人との約束はない」と答え
ています。

11.1%

12.9%

16.3%

5.8%

43.5%

67.4%

15.7%

8.9%

3.5%

10.1%

1.3%

2.6%

0.2%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生（Ｎ＝306）

高校生（Ｎ＝451）

通話 メール ＳＮＳ ｹﾞｰﾑ 動画を見る その他 不明・無回答

27.8%

24.2%

41.8%

31.9%

5.6%

4.2%

19.6%

33.0%

3.6%

4.4%

0.3%

1.3%

0.9%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生（Ｎ＝306）

高校生（Ｎ＝451）

きちんと守っている

だいたい守っている

あまり守っていない

ほとんど守っていない

全く守っていない

家の人との約束はない

不明・無回答
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11

今回調査（中高生）より抜粋

１０．尼崎市が好きかについて

11
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